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（１） 概 況 
平成３０年の大分県鉱工業生産指数（平成２７年＝１００）は、９５．４で前年

比▲０．６％となり、２年連続で低下した。 
全国の生産指数は１０４．２で前年比＋１．１％の上昇となり、九州は１０７．

５で前年比＋０．９％となり、平成２６年以降４年連続で上昇した。 
大分県の生産指数を業種別にみると、前年に比べ、鉄鋼業、窯業・土石製品工業、

電気・情報通信機械工業などの７業種が上昇し、その他工業、輸送機械工業、電子

部品・デバイス工業などの６業種が低下した。（統計表第１表） 
特殊分類別（財別）では、最終需要財は前年比▲３．５％と２年連続で低下し、

生産財は前年比＋１．２％と３年ぶりに上昇した。（統計表第１３表） 
出荷指数は、９６．６で前年比▲０．３％となり、平成２６年以降４年連続で低

下した。業種別にみると、前年に比べ、非鉄金属・金属製品工業、電気・情報通信

機械工業、窯業・土石製品工業などの７業種が上昇し、電子部品・デバイス工業、

その他工業、化学・石油製品工業などの６業種が低下した。（統計表第２表） 
在庫指数は、１０２．７で前年比＋９．６％となり、３年ぶりに上昇した。業種

別にみると、前年に比べ、窯業・土石製品工業、化学・石油製品工業、パルプ・紙・

紙加工品工業などが上昇し、プラスチック製品工業、食料品工業、汎用・生産用・

業務用機械工業が低下した。（統計表第３表） 
 

図１ 生産指数及び対前年比の推移 

 
資料：統計表第１表 
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①  生産活動の特徴 
 

（ア） 生産指数は２年連続で低下 
  平成３０年の生産指数は９５．４で前年比▲０．６％となり、２年連続で低下

した。 
 

図２ 月別生産指数（季節調整済指数）の推移 

 
資料：統計表第７表 

 
 

（イ） ７業種が上昇、６業種が低下 
  平成３０年の生産指数を業種別にみると、鉄鋼業が平成２６年以降４年ぶりに

上昇するなど、１３業種中７業種が上昇した。一方、その他工業が平成２６年以降

４年連続で低下するなど、６業種が低下した。（統計表第１表） 
  上昇した主な業種は、鉄鋼業（対前年比＋１６．２％）、窯業・土石製品工業

（同＋１５．２％）、電気・情報通信機械工業（同＋１０．０％）などであり、低

下した主な業種は、その他工業（同▲８．７％）、輸送機械工業（同▲８．１％）、

電子部品・デバイス工業（同▲７．２％）などである。 
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②  四半期別の動向 
 
表１は、平成３０年の四半期別生産指数の推移を示したものである。 
大分県の生産指数は、Ⅱ期、Ⅲ期及びⅣ期が前期比で上昇したが、Ⅰ期は前期比

で低下した。 
業種別四半期別の動向は、５ページ表２のとおりである。 
 
 
 

 
表１ 四半期別生産指数（季節調整済指数）の推移 （平成２７年＝１００）

 

  
（注）前年同期比は原指数をもとに算出。 

資料：統計表第１０表 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

指 数 前期比(％) 指 数 前期比(％) 指 数 前期比(％) 前年同期比(％)

30年Ⅰ期 103.5 ▲ 0.9 107.2 0.1 94.2 ▲ 1.7 ▲ 3.5

Ⅱ期 104.3 0.8 108.3 1.0 94.6 0.4 ▲ 2.5

Ⅲ期 103.6 ▲ 0.7 108.0 ▲ 0.3 95.9 1.4 1.3

Ⅳ期 105.0 1.4 106.6 ▲ 1.3 96.5 0.6 2.0

区分

全国 九州 大分
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〈四半期別動向の詳細〉 
 
（ア） Ⅰ期 
  生産指数は、９４．２で前期比▲１．７％と低下し、この期は、全１３業種中５業 
種が上昇、８業種が低下となった。 

  上昇した主な業種は、鉄鋼業（前期比＋１８．０％）、プラスチック製品工業 
（同＋３．９％）、鉱業（同＋２．３％）などである。 

   一方、低下した主な業種は、非鉄金属・金属製品工業（前期比▲８．９％）、窯業・

土石製品工業（同▲６．２％）、食料品工業（同▲６．０％）などである。 
 
（イ） Ⅱ期 
  生産指数は、９４．６で前期比＋０．４％と上昇し、この期は、全１３業種中９業 
種が上昇、４業種が低下となった。 

   上昇した主な業種は、窯業・土石製品工業（前期比＋１５．０％）、汎用・生産用・

業務用機械工業（同＋７．５％）、電気・情報通信機械工業（同＋６．４％）などであ

る。 
   一方、低下した主な業種は、化学・石油製品工業（前期比▲１２．５％）、食料品工

業（同▲３．０％）、輸送機械工業（同▲１．１％）などである。 
 
（ウ） Ⅲ期 
  生産指数は、９５．９で前期比＋１．４％と上昇し、この期は、全１３業種中６業 
種が上昇、６業種が低下、１業種が横ばいとなった。 

   上昇した主な業種は、化学・石油製品工業（前期比＋２３．２％）、電気・情報通信

機械工業（同＋６．４％）、食料品工業（同＋４．０％）などである。 
   一方、低下した主な業種は、鉄鋼業（前期比▲８．４％）、電子部品・デバイス工業

（同▲７．６％）、汎用・生産用・業務用機械工業（同▲５．４％）などである。 
 
（エ） Ⅳ期 
  生産指数は、９６．５で前期比＋０．６％と上昇し、この期は、全１３業種中４業 
種が上昇、９業種が低下となった。 

   上昇した主な業種は、非鉄金属・金属製品工業（前期比＋１２．６％）、輸送機械工

業（同＋１１．１％）、パルプ・紙・紙加工品工業（同＋１．８％）などである。 
   一方、低下した主な業種は、電気・情報通信機械工業（前期比▲１５．２％）、食料

品工業（同▲５．１％）、化学・石油製品工業（同▲３．９％）などである。 
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 表２ 業種別四半期別生産指数（季節調整済指数）の推移    
 

 （平成２７年＝１００）

 

資料：統計表第１０表 
 
 
 

H.30年　 H.30年

Ⅰ期 Ⅱ期 Ⅲ期 Ⅳ期 Ⅰ期 Ⅱ期 Ⅲ期 Ⅳ期

鉱 工 業 94.2 94.6 95.9 96.5 ▲ 1.7 0.4 1.4 0.6

製 造 工 業 94.0 94.4 95.7 96.3 ▲ 1.8 0.4 1.4 0.6

鉄 鋼 業 92.3 96.7 88.6 87.4 18.0 4.8 ▲ 8.4 ▲ 1.4

非鉄金属・金属製品工業 104.2 107.1 107.0 120.5 ▲ 8.9 2.8 ▲ 0.1 12.6

汎用・生産用・業務用機械工業 100.4 107.9 102.1 99.7 0.3 7.5 ▲ 5.4 ▲ 2.4

電子部品・デバイス工業 87.7 86.9 80.3 79.6 ▲ 0.5 ▲ 0.9 ▲ 7.6 ▲ 0.9

電気・情報通信機械工業 116.7 124.2 132.2 112.1 1.2 6.4 6.4 ▲ 15.2

輸 送 機 械 工 業 78.5 77.6 77.6 86.2 ▲ 4.2 ▲ 1.1 0.0 11.1

窯業・土石製品工業 92.7 106.6 107.5 104.0 ▲ 6.2 15.0 0.8 ▲ 3.3

化学・石油製品工業 90.2 78.9 97.2 93.4 ▲ 2.8 ▲ 12.5 23.2 ▲ 3.9

プラスチック製品工業 108.3 113.6 108.8 106.6 3.9 4.9 ▲ 4.2 ▲ 2.0

パルプ・紙・紙加工品工業 105.4 107.6 108.4 110.4 ▲ 0.5 2.1 0.7 1.8

食 料 品 工 業 96.3 93.4 97.1 92.1 ▲ 6.0 ▲ 3.0 4.0 ▲ 5.1

そ の 他 工 業 86.6 87.8 87.4 87.6 ▲ 3.6 1.4 ▲ 0.5 0.2

繊 維 工 業 79.0 80.6 88.6 79.9 ▲ 7.4 2.0 9.9 ▲ 9.8

家具・木材・木製品工業 80.9 81.8 82.7 81.9 ▲ 7.6 1.1 1.1 ▲ 1.0

印 刷 業 88.6 86.7 87.9 88.6 ▲ 2.9 ▲ 2.1 1.4 0.8

そ の 他 製 品 工 業 96.2 102.4 94.5 98.5 1.4 6.4 ▲ 7.7 4.2

鉱 業 106.2 107.0 108.1 107.8 2.3 0.8 1.0 ▲ 0.3

業種別

生産指数 前期比（％）
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③  業種別寄与度 
 

 総合の増減分に対して、その内訳である業種の増減分がどの程度影響を与えたか

を示したものが寄与度である。 
 平成３０年の生産指数は、前年比▲０．６％と低下した。この増減に対して表３

でみられるように、上昇に寄与したものが７業種、低下に寄与したものが６業種と

なっている。 
 上昇に寄与した主な業種は、鉄鋼業（寄与度＋１．１％）、窯業・土石製品工業

（同＋０．９％）、汎用・生産用・業務用機械工業（同＋０．５％）などである。 
 一方、低下に寄与した主な業種は、輸送機械工業（寄与度▲１．０％）、化学・

石油製品工業（同▲１．０％）、食料品工業（同▲０．７％）などである。 
 また、図３はその年の生産指数の増減分に対する業種別の寄与度について、平成

２７年以降の推移を示したものである。 
 

表３ 業種別寄与度（平成３０年） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図３ 総合の増減分に対する業種別寄与度の推

移（主要業種） 

▲ 7.0

▲ 5.0

▲ 3.0

▲ 1.0

1.0

3.0

5.0

27年 28年 29年 30年

鉄 鋼 業

非鉄金属・金属製品工業

汎用・生産用・業務用機械工業

輸送機械工業

化学・石油製品工業

食料品工業

上
昇
に
寄
与

低
下
に
寄
与

業種別 寄与度（％）

鉱 工 業 ▲ 0.6

製 造 工 業 ▲ 0.7

鉄 鋼 業 1.1

非鉄金属・金属製品工業 0.2

汎用・生産用・業務用機械工業 0.5

電子部品・デバイス工業 ▲ 0.4

電気・情報通信機械工業 0.3

輸 送 機 械 工 業 ▲ 1.0

窯業・土石製品工業 0.9

化学・石油製品工業 ▲ 1.0

プラスチック製品工業 ▲ 0.3

パルプ・紙・紙加工品工業 0.1

食 料 品 工 業 ▲ 0.7

そ の 他 工 業 ▲ 0.3

繊 維 工 業 0.0

家具・木材・木製品工業 ▲ 0.2

印 刷 業 0.0

その他製品工業 ▲ 0.1

鉱 業 0.1

注２）寄与度は［伸び率］×［前年指数］
×［ウェイト（構成比）］÷［前年の総合

指数］で計算している。

注１）本表は業種ごとに四捨五入してい
るので内訳と合計が一致しないことがあ

る。



7 
 

（２）業種別の生産動向    

 ［年指数及び前年（同期）比は原指数、四半期別指数及び前期比は季節調整済指数 平成２７年＝１００］ 

 

① 鉄鋼業 

   平成３０年の鉄鋼業の生産指数は９１．３で、前年比＋１６．２％と平成２６年以

降４年ぶりに上昇した。 

 
 

② 非鉄金属・金属製品工業 

   平成３０年の非鉄金属・金属製品工業の生産指数は１０９．８で、前年比＋１．５％

と２年ぶりに上昇した。 

 

[鉄鋼業] 生産指数 前期比（％） 前年（同期）比（％）

平成30年 91.3 - 16.2

Ⅰ期 92.3 18.0 21.1

Ⅱ期 96.7 4.8 39.2

Ⅲ期 88.6 ▲ 8.4 2.2

Ⅳ期 87.4 ▲ 1.4 7.2

［非鉄金属・金属製品工業］ 生産指数 前期比（％） 前年（同期）比（％）

平成30年 109.8 - 1.5

Ⅰ期 104.2 ▲ 8.9 ▲ 6.3

Ⅱ期 107.1 2.8 ▲ 2.2

Ⅲ期 107.0 ▲ 0.1 3.7

Ⅳ期 120.5 12.6 11.8
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③ 汎用・生産用・業務用機械工業 

 
平成３０年の汎用・生産用・業務用機械工業の生産指数は１０２．７で、前年比

＋４．３％と３年ぶりに上昇した。 

 
 

④ 電子部品・デバイス工業 

 
平成３０年の電子部品・デバイス工業の生産指数は８３．７で、前年比▲７．２％

と３年連続で低下した。 

 
 

［汎用・生産用・業務用機械工業］ 生産指数 前期比（％） 前年（同期）比（％）

平成30年 102.7 - 4.3

Ⅰ期 100.4 0.3 0.1

Ⅱ期 107.9 7.5 12.5

Ⅲ期 102.1 ▲ 5.4 5.8

Ⅳ期 99.7 ▲ 2.4 ▲ 0.3

［電子部品・デバイス工業］ 生産指数 前期比（％） 前年（同期）比（％）

平成30年 83.7 - ▲ 7.2

Ⅰ期 87.7 ▲ 0.5 ▲ 7.9

Ⅱ期 86.9 ▲ 0.9 ▲ 5.3

Ⅲ期 80.3 ▲ 7.6 ▲ 4.5

Ⅳ期 79.6 ▲ 0.9 ▲ 11.2
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⑤ 電気・情報通信機械工業 

 
平成３０年の電気・情報通信機械工業の生産指数は１１９．９で、前年比＋１０．

０％と２年連続で上昇となった。 

  
 

⑥ 輸送機械工業 

 
平成３０年の輸送機械工業の生産指数は８０．１で、前年比▲８．１％と２年連

続で低下した。 

  
 

［電気・情報通信機械工業］ 生産指数 前期比（％） 前年（同期）比（％）

平成30年 119.9 - 10.0

Ⅰ期 116.7 1.2 6.7

Ⅱ期 124.2 6.4 17.6

Ⅲ期 132.2 6.4 27.3

Ⅳ期 112.1 ▲ 15.2 ▲ 6.8

［輸送機械工業］ 生産指数 前期比（％） 前年（同期）比（％）

平成30年 80.1 - ▲ 8.1

Ⅰ期 78.5 ▲ 4.2 ▲ 14.0

Ⅱ期 77.6 ▲ 1.1 ▲ 13.4

Ⅲ期 77.6 0.0 ▲ 12.5

Ⅳ期 86.2 11.1 8.5
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⑦ 窯業・土石製品工業 

 
平成３０年の窯業・土石製品工業の生産指数は１０３．０で、前年比＋１５．２％

と２年連続で上昇した。 

  
 

⑧ 化学・石油製品工業 

 
平成３０年の化学・石油製品工業の生産指数は９０．７で、前年比▲５．０％と

２年ぶりに低下した。 

  
 

［窯業・土石製品工業］ 生産指数 前期比（％） 前年（同期）比（％）

平成30年 103.0 - 15.2

Ⅰ期 92.7 ▲ 6.2 10.5

Ⅱ期 106.6 15.0 32.1

Ⅲ期 107.5 0.8 18.4

Ⅳ期 104.0 ▲ 3.3 4.2

［化学・石油製品工業］ 生産指数 前期比（％） 前年（同期）比（％）

平成30年 90.7 - ▲ 5.0

Ⅰ期 90.2 ▲ 2.8 ▲ 5.0

Ⅱ期 78.9 ▲ 12.5 ▲ 23.6

Ⅲ期 97.2 23.2 7.1

Ⅳ期 93.4 ▲ 3.9 3.0



11 
 

⑨ プラスチック製品工業 

 
平成３０年のプラスチック製品工業の生産指数は１０９．３で、前年比▲６．１％

と平成２６年以降４年ぶりに低下した。 

  
 

⑩ パルプ・紙・紙加工品工業 

平成３０年のパルプ・紙・紙加工品工業の生産指数は１０８．０で、前年比＋４．

１％と３年連続で上昇した。 

  
 

［プラスチック製品工業］ 生産指数 前期比（％） 前年（同期）比（％）

平成30年 109.3 - ▲ 6.1

Ⅰ期 108.3 3.9 ▲ 9.0

Ⅱ期 113.6 4.9 ▲ 0.9

Ⅲ期 108.8 ▲ 4.2 ▲ 14.3

Ⅳ期 106.6 ▲ 2.0 1.4

［パルプ・紙・紙加工品工業］ 生産指数 前期比（％） 前年（同期）比（％）

平成30年 108.0 - 4.1

Ⅰ期 105.4 ▲ 0.5 4.3

Ⅱ期 107.6 2.1 2.8

Ⅲ期 108.4 0.7 4.0

Ⅳ期 110.4 1.8 5.5
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⑪ 食料品工業 

 
平成３０年の食料品工業の生産指数は９４．５で、前年比▲６．７％と３年ぶり

に低下した。 

 
 

⑫ その他工業 

平成３０年のその他工業の生産指数は、８７．４で、前年比▲８．７％と平成２

６年以降４年連続で低下した。 

  
 

［食料品工業］ 生産指数 前期比（％） 前年（同期）比（％）

平成30年 94.5 - ▲ 6.7

Ⅰ期 96.3 ▲ 6.0 ▲ 6.2

Ⅱ期 93.4 ▲ 3.0 ▲ 8.2

Ⅲ期 97.1 4.0 ▲ 3.4

Ⅳ期 92.1 ▲ 5.1 ▲ 8.8

［その他工業］ 生産指数 前期比（％） 前年（同期）比（％）

平成30年 87.4 - ▲ 8.7

Ⅰ期 86.6 ▲ 3.6 ▲ 13.0

Ⅱ期 87.8 1.4 ▲ 11.6

Ⅲ期 87.4 ▲ 0.5 ▲ 7.5

Ⅳ期 87.6 0.2 ▲ 2.0
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⑬ 鉱業 

 
平成３０年の鉱業の生産指数は１０７．３で、前年比＋３．８％と３年連続で上

昇した。 

  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

［鉱業］ 生産指数 前期比（％） 前年（同期）比（％）

平成30年 107.3 - 3.8

Ⅰ期 106.2 2.3 3.9

Ⅱ期 107.0 0.8 3.1

Ⅲ期 108.1 1.0 4.1

Ⅳ期 107.8 ▲ 0.3 3.8
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（３）特殊分類別（財別）の生産動向 
   

① 最終需要財 
平成３０年の最終需要財の生産指数は、９１．１で前年比▲３．５％と２年連続

で低下した。 
      注）最終需要財：鉱工業または他の産業に原材料などとして投入されない最

終製品。ただし、建設財を含み、企業消費財を除く。 
 

（ア） 投資財 
 平成３０年の投資財の生産指数は、８９．６で前年比▲３．７％と２年連

続で低下となった。内訳をみると資本財の生産指数は、８０．０で前年比▲

８．４％と２年連続で低下となり、建設財の生産指数は、１０６．８で前年

比＋３．２％と３年連続で上昇した。 
注）投資財：資本財と建設財の合計。資本財とは、主として家計以外で購入

される財で耐用年数１年以上の財である。建設財とは、建築用と土木用の

合計である。 
 
（イ） 消費財 

 平成３０年の消費財の生産指数は、９２．９で前年比▲３．３％となり、

２年ぶりの低下となった。内訳をみると、耐久消費財の生産指数は、９９．

２で前年比＋５．０％と２年連続での上昇となり、非耐久消費財の生産指数

は９１．０で前年比▲５．８％と平成２６年以降４年連続で低下した。 
注）消費財：主として家計で購入される財。耐久消費財とは、耐用年数が１

年以上で比較的購入単価が高い財である。非耐久消費財とは、耐用年数

が１年未満、または比較的購入単価が安い財である。 
 

②  生産財 
     平成３０年の生産財の生産指数は、９８．２で前年比＋１．２％と３年ぶりに

上昇した。 
 注）生産財：鉱工業及び他の産業に原材料などとして投入される製品。ただ

し、輸出用の中間生産物、企業消費財を含み、建設財を除く。 
 

（統計表１３表） 
 
 

 



15 
 

表４ 特殊分類別（財別）生産指数 
                         （平成２７年＝１００）  

 
   資料：統計表１３表                                                                                                                          

 
  図４は、平成２６年以降の特殊分類別（財別）生産指数の推移を表したも

のである。平成３０年における最終需要財の生産指数は２年連続で低下、生

産財については３年ぶりの上昇となった。 
 

図４ 特殊分類別（財別）生産指数の推移 
（平成２７年＝１００） 

 
  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

生産指数 前年比（％）

95.4 ▲ 0.6

91.1 ▲ 3.5

89.6 ▲ 3.7

　　　　資本財 80.0 ▲ 8.4

　　　　建設財 106.8 3.2

92.9 ▲ 3.3

　　　　耐久消費財 99.2 5.0

　　　　非耐久消費財 91.0 ▲ 5.8

98.2 1.2

　　　　　　　鉱　工　業

分　　類

　　　　　　生　産　財

　　　　　投資財

　　　　　消費財

　　　　　　最終需要財
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図５は、鉱工業生産指数の増減分に対する財別の寄与度について、平成２７年以

降の推移をまとめたものである。 
 

図５ 鉱工業生産指数の増減分に対する財別寄与度の推移 
 

 


